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市場 にお ける県産 ニ ンニクの需給推移 と価格変動
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1  は  じ め  に

全国のニンニク出荷量をみると,昭和50年 (1975年)以

降の国内産については20～25千 t,輸入ものを含めた出荷

量では25～27千 tと なっており,いずれもほぼ横ばいの状

況で推移している。

このような中で,県産ニンニクについては,一貫して拡

大が図られてきており,平成 2年産では全国出荷量の約68

%(165千 t)を 占めるまでに成長した。このようなこと

から,県内にあたつても農業粗生産額全体の18%を 占める

ようになった野菜生産の中にあって,ナ ガイモに次ぐ重要

な品日になっている。

県の計画では,今後とも生産の拡大を図っていく方針で

あることから,市場での需給動向と価格変動の関係につい

ての分析・検討をした。

3 結果及び考察

(1)主な出荷先と消費地市場での販売総額の推移

県産ニンニクの仕向先についてみると,東京地域への出

荷割合が昭和53年当時では全体の80%以上を占めていたも

のの,それ以降は年々減少してきており,これに代わって

大阪・名古屋地域への出荷割合が増加してきている。この

ような状況にあるものの,全体としては,東京地域への出

荷割合が依然として高く,平成元年でも556%を 占めてい

る。(図 2)

一方,東京市場でのニンニクの販売総額は,昭和40年代

において急速な増加をみたものの,50年以降はほぼ横ばい

で推移している。

また,3大消費地市場での販売総額をみると,東京市場
が30億円前後で最も多いのに対して,名古屋・大阪市場で

は,そのおよそ1/5～ 1/6程度となっており,東京市
場が全国の建値市場と言われるゆえんといえる。
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図 1 ニンニク出荷量の年次別推移 (全国)

2研 究 方 法

に)ニ ンニクの需給動向調査
既存の統計資料を中心に,生産量・ 出荷量等について ,

野菜生産状況表式調査,園芸作物統計,日 本貿易月報等か

ら調査した。

●)価格関数式の計測調査
1)関数式の決定に当たっては,土屋による式型 'へ
の適用を試み,その中から少ない変数で説明力の高いもの

を採用した。

2)分析に当たっては,東京都中央卸売市場年報 (昭
和50～63年)か ら価格と数量との関連をみたはか,競合・

補完すると思われる品目の検索,家計調査年報による消費

者の所得水準との関連等を含め検討を試みた。
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図 2 県産ニンニクの仕向先別出荷割合の推移
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図 3 市場別ニンニク販売総額の推移
(5カ 年移動平均値)
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2)東京市場への出荷量と平均価格
このようなことから,東京市場における県産ニンニクの

価格関数式を計測し,表 1に示した。

この式から,消費支出額の動きに応じた価格の変化割合

は654と極めて高い値を示しており,所得水準が向上 した

ことに伴い,県産ニンニクが有利に取り引きされてきたも

のと半」断される。

一方,出荷量の動きに応じた価格の変化割合を示す価格

伸縮性は152と 高い値を示していることから,東京市場へ

の出荷量をこれ以上増加させても販売額を増加させること

は難しい状況とみなされる。

例えば,消費支出額の水準を昭和63年当時のレベルと仮

定した場合,出荷量と価格との関係については図 4の よう

にシミュレーションされる。このことから,単収を平成元

年平均の1,090kg/10aと し,第 1次生産費を49,657円 /
10a(県畑作園芸課調べ)とすると,第 1次生産費を賄い

得る市場価格は555円程度と推定され,東京市場への年間

総出荷量については,最大4.500～4,6001程度に抑えるこ

とが妥当なところとみなされる。

C)東京市場への月別出荷割合と平均価格
本県からの出荷量がほぼ安定する9ケ月間 (8月 ～翌 4

月)について.年平均価格の場合と同様に関数式を計測し,

月別の価格伸縮性とそれれ の月の平均的価格水準 (年平

均価格をllXlと した場合の価格指数)の関係を図5に示した。
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表 1 価格関数式の計測結果 (東京市場)

log P=-5466-1 521og Q+6 541og Y
(-1047) (621)

′=0 95  DW-151

関数式に関わる変数等の内容
P:年平均価格 (円 /kg)
Q:年間総出荷量 (t)
Y:消費支出額 (円 )
r':関数の説明力を表す決定係数
DW:ダービン・ フトツン比

注 1)( )内 は,パラメータの安定性を示す t値で
ある。
2)価格・消費支出はいずれも昭和60年基準でデフ
レートした実質金額である。

(円′s)

3000    3400    3800    4200   4600     5000 (1)

図 4 県産ニンニクの出荷量と価格の関係
(東京市場 )

関数式

図 5

この結果,価格伸縮性が 1以 Lと なるのは,11,12 1,
2, 3月 であり,こ れらの時期は,出荷量が増加すること

による価格の低 ドが大きいため販売総額が減少すると見込

まれる。また,価格伸縮性が 1以下となるのは,8, 9,
10月 及び4月 であり,こ れらの時期では出荷量が増加 して

も価格の低下が小さいため,販売総額の増加が見込まれる

ことになる。

これらのことから,産地にとって有利な出荷対応として

価 格 伸 縮 性

月別 の価格伸縮性 と価格 指数

は11,12,1,2,3月 の出荷量を抑制することとし,そ の

抑制した分を8, 9,10 4月 に振り分けることが考えら
れる。特に,8. 4月 にあっては,年平均価格よりも高目
の価格水準にあることから,よ り有利な販売が期待される。
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